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　　　　　　　　　経営健全化審査意見書の提出について

     　　地方公営企業法第３０条第２項及び地方公共団体の財政の健全化に関す

　　 　る法律第２２条第１項の規定により、審査に付された平成２９年度小松島

       市水道事業会計の決算を審査したので、その結果について次のとおり意見

       を付して提出します。



　  していないため、合計等と一致しない場合がある。
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           　なお、重要な項目については、過去数年間の推移、類似都市との比較を行った。

    ４ 審査の結果及び意見

決 算 審 査 意 見 書

　           決算審査に当たっては、決算書及び決算附属書類が関係法令に従って作成されて

           いるか、また、これらの書類の計数が元帳その他の関係諸帳簿と符合しているか、

           を行った。

           さらに経営及び財政が適正に運営され、かつ正確に記録されているかについて審査

　           決算書及び附属書類は、法令に従って作成され、その計数は、関係諸帳簿と正確

           に符合していた。また、財務諸表は、経営状況及び財政状況を適正に記録されてい

　           なお、意見については、この報告書の関係項目において適宜記述したので、参考

           ると認められた。

　　　　　 にされたい。

　　１ 審査の対象

　　　　　   平成２９年度　小松島市水道事業会計決算

　　３ 審査の手続

　　２ 審査の期間

　　　　 　　平成３０年 ７月３日、７月４日　　　
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１　業務の状況について

ＧＸ管を約３３４ｍ布設し、配水管の年度末総延長は２６１,２４４ｍとなっている。

  業務量を前年度と比較すると、年間総配水量は１６,７８０㎥（０．３％）減少し、年間有収

％となっている。

年度と比較して３６,３８９千円（６．９％）増の５６２,９０７千円となった。

１千円となっている。

円となり、１０４,０９１千円（前年度５６,８２０千円）の純利益となっている。

　以上のような状況で経過した平成２９年度水道事業の主な業務項目について、過去３ヵ年を対

比すると、次表「水道業務実績比較表」のとおりである。

道管路緊急改善事業並びに重要給水施設配水管事業を、単独事業としてその他配水管更新事業及び

び配水管布設事業を実施し、口径７５㎜から３５０㎜の配水管の約１,６３６ｍを、また口径１

８９千円であった。特別損失は費用積算の変更に伴い３,７３６千円（９,７５０．６％）増の３

,７７５千円となり、総費用は前年度と比較して２７,１７０千円（４．４％）増の６４０,７７

,３５９千円、加入金９,７９６千円であり、加入金は加入件数が減少し前年度と比較し３,２２

２千円（４０．９％）減となり、前年度と比較して１２,９５４千円（１４．９％）減の７４,０

００千円（３．２％）減となっているが、原水及び浄水費は、動力費の増加に伴い５,２８４千

　資本的収支のうち、収入は国庫補助金４３,７８２千円、企業債１００,０００千円、負担金６

　本年度の水道事業会計決算は、収入総額７４４,８６２千円に対し、支出総額６４０,７７１千

　営業外費用については、支払利息が３,１１１千円（４．９％）減、退職給与金償却も９,８４

５０㎜から３００㎜の導水管の約１８６ｍを耐震管に更新した。また新設管工事として口径７５

㎜のＨＰＰＥ管を約２０１ｍ、口径１００㎜のＮＳ管及びＧＸ管を約３８５ｍ、口径１５０㎜の

水量も、１４０,５１６㎥（２．６％）減少したため、有収水量率は２．０％減少し、８１．４

１２．９％）増、受託工事収益では、大口径工事の減少に伴い５,４８７千円（２９．０％）減

であった。営業外収益は、長期前受金戻入の増加により１,００７千円（２．３％）増となった。

業債の償還額が上回ったことから、前年度と比較して９１,４３０千円（２．９％）減となった。

　収益的収支のうち、営業収益では、給水収益が７月からの料金改定により７８,２１８千円（

　営業費用については、受託工事費が３,８２９千円（１７．３％）減、配水及び給水費が２,６

　平成２９年度小松島市水道事業における配水施設については、補助事業で老朽管更新事業、水

総収入は前年度と比較して７４,４４２千円（１１．１％）増の７４４,８６２千円である。

円（７．２％）増、資産減耗費は、配水管、耐久年数の経過した材料の除去を行い３,３７４千

円（８２．３％）増、総係費が３０,７８０千円（３３．１％）増であり、営業費用総額は、前

９千円（２４．８％）減少している。支出は、建設改良費３７３,５６０千円、企業債償還金１

９１,4３０千円であった。企業債残高は、今年度新たに借り入れたものの、過去に借り入れた企業

－５－



項　目 単位 ２７年度
すう
勢比

２８年度
すう
勢比

２９年度
すう
勢比

総 人 口 人 38,456 100.0 37,884 98.5 37,222 96.8

給水区域内
人 口

人 38,409 100.0 37,840 98.5 37,173 96.8

給 水 人 口 人 37,614 100.0 37,054 98.5 36,398 96.8

普 及 率 ％ 97.9 100.0 97.9 100.0 97.9 100.0

給水世帯数 戸 16,793 100.0 16,767 99.8 16,697 99.4

配 水 量 m3 6,485,305 100.0 6,501,445 100.2 6,484,665 100.0

一 日 平 均
配 水 量 m3 17,719 100.0 17,812 100.5 17,766 100.3

有 収 水 量 m3 5,336,135 100.0 5,421,652 101.6 5,281,136 99.0

一 日 平 均
給 水 量 m3 14,580 100.0 14,854 101.9 14,469 99.2

有収水量率 ％ 82.3 100.0 83.4 101.3 81.4 99.0

配水管延長 m 258,846 100.0 259,295 100.2 261,244 100.9

職 員 数 人 20 100.0 19 95.0 20 100.0

給 水 m3

当たり収益
円 125.05 100.0 123.66 98.9 141.04 112.8

給 水 m3

当たり費用
円 119.91 100.0 113.18 94.4 121.33 101.2

単年度収支 千円 27,435 100.0 56,820 207.1 104,091 379.4

水道業務実績比較表

備　　考

各年度３月３１日現在

　　給水人口
給水区域内人口

年間総配水量

年間総配水量
暦   日   数

一 人 一 日
平均給水量 ℓ 388 100.0 401 103.4 398 102.6

一日平均有収水量×1,000
(年間有収水量÷歴日数)

総 収 益
有収水量

総 費 用
有収水量

前年度累積収支   1,305,544
  当年度純利益     104,091
　積立金取崩額           0

　現在給水人口

年間総有収水量

有収水量
暦 日 数

年間総有収水量×100
年間総配水量

各年度末現在

各年度末現在

1,409,635 112.9

当年度累積収支   1,409,635

累 積 収 支 千円 1,248,724 100.0 1,305,544 104.6
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（単位：円・％）

　予算額(A） 　決算額(B） 　差引(A-B） 執行率(B/A)

営 業 収 益 759,830,000 755,845,313 3,984,687 99.5

営業外収益 44,020,000 44,204,560 △ 184,560 100.4

特 別 利 益 5,000 788,314 △ 783,314 15,766.3

計 803,855,000 800,838,187 3,016,813 99.6

営 業 費 用 611,708,000 573,764,171 37,943,829 93.8

営業外費用 98,627,000 97,169,400 1,457,600 98.5

特 別 損 失 4,063,000 4,062,771 229 100.0

予 備 費 63,000 0 63,000 0.0

計 714,461,000 674,996,342 39,464,658 94.5

89,394,000 125,841,845 △ 36,447,845 -

　収益的収入総額は、予算額８０３,８５５千円に対し、決算額は８００,８３８千円（執行

率９９．６％）（うち仮受消費税等５５,９７６千円）であり、収益的支出は、予算額７１４

，４６１千円に対し、決算額６７４,９９６千円（執行率９４．５％）（うち仮払消費税等１

１，１４５千円）となっている。

　次に、各項目（税抜き）について前年度と比較すると、営業収益は６９９,９５４千円（前

年比１１１．６％）であり、７２,７０７千円の増収となっている。営業外収益については４

４,１７８千円（前年比１０２．３％）で１,００７千円の増収、特別利益についても７２８

千円の増収となり、収入全体では７４,４４２千円の増収となっている。

用全体では２７,１７０千円の増である。

区　　分

収
　
入

支
　
 
出

収 支 差 引

　また、営業費用は５６２,９０７千円（前年比１０６．９％）で、３６,３８９千円増、営

２　予算の執行状況について

 （１） 収益的収入及び支出について（税込収支）

　 　平成２９年度における収益的収支並びに資本的収支の予算と決算の対比は、次のとお

   りである。

業外費用については７４,０８９千円（前年比８５．１％）で、１２,９５４千円の減、特別

損失については３,７７５千円（前年比９,７５０．６％）で３,７３６千円の増加となり、費

－７－



　予算額(A） 　決算額(B） 　差引(A-B）
うち前年度
繰  越  額

執行率

企 業 債 150,000,000 100,000,000 50,000,000 0 66.7

負 担 金 3,296,000 6,358,997 △3,062,997 0 192.9

加 入 金 16,828,000 9,795,600 7,032,400 0 58.2

補 助 金 59,645,000 43,782,000 15,863,000 0 73.4

計 229,769,000 159,936,597 69,832,403 0 69.6

建設改良費 462,032,000 373,560,207 88,471,793 0 80.9

企業債償還金 191,430,000 191,429,988 12 0 100.0

計 653,462,000 564,990,195 88,471,805 0 86.5

△423,693,000 △405,053,598 △18,639,402 0 －

 　
資

 　
資

地方消費税資本的収支調整額２０,８４５千円、損益勘定留保資金３８４,２０８千円で補て

んしている。

る。

収 支 差 引

　支出部門の建設改良費３７３,５６０千円の内訳は、建設改良費７１,４４０千円、配水設

備改良費２９６,６７５千円、営業設備費５,４４６千円である。企業債償還金は１９１,４３

０千円となり、支出合計は５６４,９９０千円である。

８２千円と建設改良等企業債１００, ０００千円を加え、収入合計は１５９,９３７千円であ

　したがって、資本的収入額が資本的支出額に不足する額４０５,０５４千円は、消費税及び

　資本的収入における負担金６,３５９千円は国・市からの工事負担金及び消火栓設置負担金

であり、加入金９,７９６千円は新設量水器取付加入金である。さらに、国庫補助金４３,７

（２） 資本的収入及び支出について（税込収支）
(単位：円・％）

区　　分

収
　
　
　
　
入

支
　
 
出
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　        　当事業の企業債の状況は次のとおりである。

（単位：円）

前年度末残高

3,152,071,268

　　ウ　流用禁止経費について

　　   　   予算第６条に定められた議会の議決を経なければ流用することができない。

　　　経費の執行状況は、次のとおりいずれも適正に執行されている。

（単位：円）

区　　　分

職員給与費

交　際　費

        

４,１７８千円（前年比１０２．３％）で１,００７千円の増収、特別利益についても７２８

業外費用については７４,０８９千円（前年比８５．１％）で、１２,９５４千円の減、特別

損失については３,７７５千円（前年比９,７５０．６％）で３,７３６千円の増加となり、費

用全体では２７,１７０千円の増である。

　　すなわち、事業総収益７４４,８６２千円（前年比１１１．１％）に対し、事業総費

　用６４０,７７１千円（前年比１０４．４％）で、差引１０４,０９１千円（前年比１８

　３．２％）の純利益があり、未処分利益剰余金に計上している。

　　エ　たな卸資産の購入限度額について

３　経営の状況について

　　当年度の経営状況は、別紙審査資料１・比較損益計算書のように、１０４,０９１千

　円の純利益を上げている。

　　　　予算第１０条で定められた、たな卸資産の購入状況は、予算額（限度額）

150,130,000  141,008,872  9,121,128  

0  0  0  

　　　１９,４２８千円に対し支出額１２，２１８千円で、限度内の執行であった。

予　算　額 決　算　額 残　　　額

　　　　予算第８条に定められた議会の議決を経なければ流用することができない。

100,000,000   191,429,988 3,060,641,280

　　イ　一時借入金について

　　　　本年度も前年度に引き続き借り入れを行っていない。

 （３） その他の予算執行について

　　　　当事業の企業債の状況は次のとおりである。

本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

　　ア　企業債について

－９－



区分

年度　

25 642,315 100.0 628,798 100.0  13,517 100.0 

26 652,560 101.6 609,161 96.9  43,385 321.0 

27 667,306 103.9 613,955 97.6  43,588 322.5 

28 670,420 104.4 627,246 99.8  43,172 319.4 

29 744,862 116.0 699,954 111.3  44,178 326.8 

区分

年度　

25 569,741 100.0 461,330 100.0 105,955 100.0 

26 751,444 131.9 502,049 108.8 107,968 101.9 

27 639,871 112.3 540,470 117.2 99,388 93.8 

28 613,600 107.7 526,518 114.1 87,043 82.2 

29 640,771 112.5 562,907 122.0 74,089 69.9 

　事業総費用は、前年度と比較して４．４％（２７,１７1千円）増となり、主な増減は、職

ている。

員給与費、動力費、減価償却費などが増加し、委託料、材料費、支払利息などが減少となっ

　なお、過去５年間の事業収益と事業費用を年度別に比較し、その推移を見ると次のとおりで

ある。

うち営業費用 うち営業外費用

す　う
勢　比

  当年度の事業総収益は、前年度と比較すると１１．１％（７４,４４２千円）の増収となって

うち営業収益 うち営業外収益

（単位：千円・％）

す　う
勢　比

す　う
勢　比

事業総収益
す　う
勢　比

水道事業収益年度別比較表

水道事業費用年度別比較表

す　う
勢　比

（単位：千円・％）

す　う
勢　比

事業総費用

おり、主な増収の要素としては、７月からの料金改定による給水収益の増収によるものである。
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年度

区分
すう
勢比

構成
比

すう
勢比

構成
比

すう
勢比

構成
比

一 般 給 水 収 益 100.0 88.7 102.2 90.3 115.5 91.8

船 舶 給 水 収 益 100.0 0.2 135.1 0.3 98.5 0.2

受 託 工 事 収 益 100.0 2.9 98.7 2.8 70.1 1.8

手 数 料 100.0 0.1 102.8 0.1 91.3 0.1

材 料 売 却 収 益 100.0 0.1 72.7 0.0 96.9 0.0

雑 収 益 100.0 0.0 204.6 0.0 174.4 0.0

小　　計 100.0 92.0 102.2 93.6 114.0 94.0

預 金 利 息 100.0 0.2 10.8 0.0 - -

不用品売却収益 100.0 - - 0.0 - -

そ の 他 雑 収 益 100.0 0.1 79.7 0.1 79.4 0.1

他 会 計 補 助 金 100.0 0.1 113.3 0.2 146.8 0.2

長期前受金戻入 100.0 6.0 102.2 6.1 104.3 5.6

特 別 利 益 100.0 1.5 0.0 0.0 7.5 0.1

小　　計 100.0 8.0 80.9 6.4 84.2 6.0

合　　計 100.0 100.0 100.5 100.0 111.6 100.0

料金改定により７８,７４８千円（前年比１１３．０％）の増収となっている。一方受託工事

収益では、大口径工事の減少に伴い５,４８８千円（前年比７１．０％）の減収、船舶給水収

益についても５３０千円（前年比７２．９％）の減収となっている。

992 1,124 1,456

２９　年　度

金　額 金　額 金　額

592,079

1,447

　当年度収益を項目別に見ると、総収入の９１．８％を占める一般給水収益は、７月からの

40,322

9,763

53,351

667,306

43,174

19,156

889

２７　年　度 ２８　年　度

605,152

1,956

18,912

914

0

848

358

25

613,955

1,426

260

52

627,246

155

13,424

812

1,426

27

676

44,908

744,862

0

673

670,420

41,190

2

（単位：千円・％）
（１） 項目別、年度別収益比較表

42,049

730

347

44

699,954

0

683,901
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（単位：千円・％）
年度

区分

１ヶ月２０ｍ3

市別 金　額
使用した場合

２０ｍ3まで
平成２６年度４月１日

６３７円 ３０ｍ3まで ２，３２９円
改定
（税込料金）

３１ｍ3以上

１０ｍ3まで
平成２６年度４月１日

１１ｍ3～２０ｍ3まで
改定、消費税相当額
８％を加算し端数切

２５０円 ２１ｍ3～３０ｍ3まで ２,１０６円
捨　（税抜料金）

３１ｍ3～５０ｍ3まで

５１ｍ3以上

８ｍ3超２０ｍ3まで
平成２９年４月１日

７５０円 ２０ｍ3超３０ｍ3まで ２,３６５円
改定、消費税相当額
８％を加算し端数切

３０ｍ3超
捨　（税抜料金）

１４２円

　（注）上表は、当初の基本料金及び超過料金であり、使用料等により料金の判定が異なっている。

小松島市 ８ｍ3まで ６００円 ２,４８８円

平成２９年７月１日
改定（税抜料金）
消費税を加算し、端
数切捨

９ｍ3超

１６０円

１２０円

阿 南 市 ８ｍ3まで １６０円

２１０円

口径別 １００円

鳴 門 市  １３ｍｍ～ １３０円

 ２５ｍｍ １５０円

１４１円

徳 島 市 ８ｍ3まで １７５円

２２０円

７０円

　支　　出（Ｂ）

　（２） 四市水道料金の比較

　　　   県内四市の現行水道料金は次のとおりである。

料金 料　　金　　基　　準
備　　考

水　量 超　過　料　金　（１ｍ３につき）

２８　年　度 ２９　年　度

　利益率（Ａ/Ｂ） 95.3 85.5 73.4 

　収　　入（Ａ） 19,156 18,912 13,424 

　以上のとおりであるが、このうち受託工事については収入支出とも独立した科目を設け、

その収支が明らかになるよう予算編成されている。ついては、過去３ヵ年の収支を比較し、

利益率を算定すると次のようになっている。

　以上のように、すべての年度において支出が収入を上回っており、なお一層の経費節減に努

めていただきたい。

20,105 22,108 18,279 

受託工事収益調

２７　年　度

－１２－



　（単位：千円，％）

すう
勢比

構成比
すう
勢比

構成比
すう
勢比

構成比

100.0 20.0 78.7 16.4 110.4 22.0

100.0 0.4 64.4 0.2 67.2 0.2

100.0 10.9 111.7 12.7 98.1 10.7

100.0 0.4 48.4 0.2 68.0 0.3

100.0 1.3 118.1 1.6 106.0 1.4

100.0 6.4 94.1 6.3 100.8 6.4

100.0 0.2 94.4 0.2 79.9 0.2

100.0 38.5 102.3 41.1 103.7 39.9

100.0 10.4 94.8 10.3 90.1 9.3

100.0 11.5 91.6 11.0 83.2 9.6

100.0 100.0 95.9 100.0 100.1 100.0

ことにする。　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 

　次に、過去４カ年間の支払利息の推移について、支払額、対営業収益比等について検討する

金 額 金 額

２９　年　度

141,009

２７　年　度

100,528

62,986

640,771

（３） 項目別、年度別費用比較表

3,133

8,369

40,708

1,370

区分

職員給与費

備 消 品 費 2,275

1,517

年度

255,494

59,875

1,529

69,611

1,465

1,294

252,167

合 計

薬 品 費

減価償却費

支 払 利 息

そ の 他 67,669

613,600639,871

61,451

246,415

73,867

66,452

委 託 料

修 繕 費

1,095

68,271

38,315

9,883

2,131

8,868材 料 費

動 力 費 41,047

77,776

２８　年　度

金 額

127,670

償却費１０１．３％（３,３２７千円増）であり、減少しているのは委託料８７．８％（９,５

０５千円減）、材料費８９．７％（１,０１５千円減）、薬品費８４．６％（１９９千円減）、

支払利息９５．１％（３,１１１千円減）、その他９０．８％（６,２１８千円減）となってい

る。

　当事業の費用について、項目別に分類すると上表のとおりであり、構成比で２２．０％を占

める人件費は、職員数の増により前年比１４０．３％で４０,４８１千円の増加となっている。

　また、人件費以外を前年と比較すると、増加しているのは備消品費１０４．３％（６４千円

増）、修繕費１４０．５％（６１４千円増）、動力費１０７．１％（２,７３３千円増）、減価
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（４） 給水戸数、給水人口並びに普及率

16,686 16,700 16,767 16,697 

38,377 37,907 37,054 36,398 

17,059 17,092 17,143 17,079 

39,219 38,745 37,884 37,222 

39,185 38,713 37,840 37,173 

97.9 97.9 97.9 97.9 

　　 　平成２９年度末における給水戸数は１６，７９３戸で､前年度より９３戸増加、給水人

　 　口は３７，６１４人で、２９３人減少している。

　 　　また、本市の水道普及率は９７.９％で、平成２６年度の全国平均９７.８％より０.１

いる。

　なお、今年度も一時借入金の借り入れは行っていない。

　平成２９年度末における給水戸数は１６,６９７戸で、前年度より７０戸減少、給

水人口は３６,３９８人で、６５６人減少している。

　また、本市の水道普及率は９７．９％で、平成２８年度の全国平均９７．９％と

同じとなっている。

普 及 率　（％） 97.9 
給水人口

給水区域内人口

総世帯数  (世帯) 17,162 　住民登録世帯数

総 人 口　（人） 38,456 

区分

給水戸数　（戸） 16,793 

給水人口　（人） 37,614 

　（平成３０年３月３１日現在）
年度

25 26 27 28 29 備　　考

営業収益に対する支払利息の比率 11.5% 10.8% 10.0% 8.6%

　平成２９年度の支払利息は営業収益の８．６％であり、前年度よりも１.４％下降して

0 0 0 0 

計 69,786 66,452 62,986 59,875 

２８年度 ２９年度
区分

支
払
利
息

企 業 債 利 息 69,786 66,452 62,986 59,875 

一 時 借 入 金 利 息

給水区域内人口（人） 38,409 

過去４年間の支払利息対営業収益比率推移表

 （単位：千円）
年度

２６年度 ２７年度
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（単位：ｍ3）

6,880,810 6,751,280 6,485,305 6,501,445 6,484,665

有 収 水 量 5,491,577 5,367,990 5,336,135 5,421,652 5,281,136

無 収 水 量 111,062 109,119 104,364 105,771 108,069

1,278,171 1,274,171 1,044,806 974,022 1,095,460

79.8% 79.5% 82.3% 83.4% 81.4%

1.6% 1.6% 1.6% 1.6% 1.7%

18.6% 18.9% 16.1% 15.0% 16.9%

　     

     

     

     

    　 

（単位：％）

94.9 94.7 93.9 95.9 96.2

85.9 86.2 84.1 81.7 79.7

80.7 80.6 80.1 80.6 80.1

79.8 79.5 82.3 83.4 81.4

　     

     

徳　　島　　市

鳴　　門　　市

阿　　南　　市

小　松　島　市

有収水量率は、水道事業において、その効率を示す重要かつ基本的な指標であり、本市は

第２位となっている。なお、この有収水量率の算出は、配水量が基礎となっているが、本市

は送水量測定器と配水量測定器の指示数値を平均して配水量としている。今後も、配水測定

の管理を十分に行い、有収水量率の向上と正確な把握になお一層努力されたい。

無 収 水 量 率

無 効 水 量 率

平成２９年度の年間総配水量は６,４８４,６６５㎥（前年比９９．７％）であり、このう

ち、有収水量は５,２８１,１３６㎥となっているため、有収水量率は８１．４％となり、前

年度より２．０％下降している。また、有収水量率の全国平均９０．３％（平成２８年度）

と比較すると８．９％低くなっている。これには､漏水量の増加等が起因していると考えら

れる。

　次に、県内四市の有収水量率を見ると下表のとおりである。

年度
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

区分

２９年度
区分

配　  水  　量

有
効
水
量

無  効  水  量

２８年度

有 収 水 量 率

（５） 年間配水量と有収水量

年度
２５年度 ２６年度 ２７年度
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金額（円）

（電力料金）

2,890,232 2.381 0.420 40,679,660 100.0

2,826,606 2.388 0.419 43,171,134 106.1

2,703,110 2.399 0.417 40,708,244 100.1

2,636,269 2.466 0.405 38,314,548 94.2

2,577,729 2.516 0.398 41,047,394 100.9

    　

　　

（６） 過去５年間の１㎥当たりの給水収益及び給水費用比較表

円 116.96 121.57 125.05 123.66 141.04 

円 103.75 139.99 119.91 113.18 121.33 

千円 642,315 652,560 667,306 670,420 744,862 

千円 569,741 751,444 639,871 613,600 640,771 

ｍ3 5,491,577 5,367,990 5,336,135 5,421,652 5,281,136 

円 13.22 △ 18.42 5.14 10.48 19.71 

総 収 益 総 費 用

有 収 水 量 有 収 水 量

　    

    

   

1ｍ3当りの純益

（注）給水収益及び給水費用は、下記の所定方式によって算出したものである。　

給水収益（Ａ）＝ 給水費用（Ｂ）＝

平成２９年度における１㎥当たりの給水収益は､１４１円０４銭であり、給水費用は１２

１円３３銭となり、差額１９円７１銭が１㎥当たりの利益である。この１㎥当りの利益に有

収水量５,２８１,１３６㎥を乗じると本年度の総利益１０４,０９１千円となる。

 給水収益（Ａ）

 給水費用（Ｂ）

算
出
基
礎
計
数

総 収 益

総 費 用

　有収水量　

消費電力量の前年比は、９７．８％で５８，５４０ｋＷｈ減少しており、電力料金につい

ては、前年比１０７．１％で２,７３２,８４６円増加している。

年度
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

区分

27 6,485,305 

28 6,501,445 

29 6,484,665 

す　　う
勢　　比年度

25 6,880,810 

26 6,751,280 

配水量と消費電力及び料金

区分 配水量
（ｍ3/年）
（Ａ）

電力量
（kWh/年）

（Ｂ）

1KWh当たり
配水量（ｍ3）
（Ａ/Ｂ）

配水量１ｍ3当
たり消費電力

（kWh）
（Ｂ/Ａ）
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区分 市別 徳島市 鳴門市 阿南市

年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２９年度 ２９年度 ２９年度

 項目 人員 16 13 16 116 16 10

333,508 417,050 330,071 284,782 531,747 924,137 

2,351 2,850 2,275 2,036 3,630 6,965 

38,372 48,250 43,747 38,899 68,396 142,023 

（７） 職員数と業務量について

　　  　過去３ヵ年間の当事業職員一人当たりの業務量は、次表のとおりであり、県内四市の

職員１人当りの業務量

 給水人口（人）

 営業収益（千円）

小　松　島　市

 給 水 量（ｍ3）

　　  職員一人当たりの業務量を比較すると、給水量、給水人口及び営業収益すべてで第３位

　　  となっている。なお、人員数は資本的支出に係る人員を除いた数とした。
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水道事業の経営改善の資料として、日本水道協会で発表している「水道統計要覧」

に本市の実績を併記すると、次のとおりである。

（単位：％）

区分

項目 小松島市 全国平均 小松島市 全国平均

16.4 9.6 22.0

10.3 6.8 9.3

41.1 38.5 39.9

6.3 4.3 6.4

0.2 4.4 0.3

1.6 - 1.4

0.2 0.5 0.2

23.9 35.9 20.5

100.0 100.0 100.0

以上のように費用の構成比を全国平均（２８年度）と比較すると、本市の比率が

高いものは、人件費（ ６．８％増）、支払利息（ ３．５％増）、減価償却費（

２．６％増）、動力費（ ２．０％増）であり、低いものは、修繕費（ ４．２％

減）、薬品費（  ０．３％減）となっている。　

材 料 費

薬 品 費

そ の 他

計

（注）平成２９年度全国平均の調べは資料未着につき空欄とした。

支 払 利 息

減 価 償 却 費

動 力 費

修 繕 費

水 道 事 業 費 用 構 成 調

平成２８年度 平成２９年度

人 件 費
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 （１） キャッシュ・フローの状況

　一事業年度における現金収支の状況を、「業務活動」「投資活動」「財務活動」の区分に表

示するものである。業務活動によるキャッシュ・フローは、営業収入、仕入支出等投資活動及

び財務活動以外の通常の事業活動に係る取引、投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資

産の取得及び売却等、財務活動によるキャッシュ・フローは、資金の調達及び返済に係る資金

の状態を表示している。

　キャッシュ・フロー計算書は、別紙審査資料３のとおりである。　

　当年度の業務活動によるキャッシュ・フローは３５２,５００千円、投資活動によるキャッ

シュ・フローは△２８１,５４０千円、財務活動によるキャッシュ・フローは△９１,４３０

千円となっている。以上の３区分から、当年度の資金は２０,４７１千円減少し、資金期末残

高は３２１,６８８千円となっている。

すう
勢比

構成
比

すう
勢比

構成
比

すう
勢比

構成
比

100.0 92.3 102.3 94.2 103.9 94.1

100.0 － 0.0 － 0.0 －

100.0 0.0 100.0 0.0 100.0 0.0

100.0 7.1 77.8 5.5 83.8 5.8

100.0 0.6 44.8 0.3 12.3 0.1

100.0 100.0 100.2 100.0 101.9 100.0

　(注）固定資産額は減価償却後の額である。

　過去３ヵ年の資産の状況は上記のように推移しており前年度比は、資産総額では１０１．７

％（１２１,５０２千円増）となっており、各資産について見ると、有形固定資産１０１．６

％（１０５,６１３千円増）、流動資産１０７．７％（３０,１０３千円増）、繰延資産２７．

３％（１４,２１４千円減）であった。

繰延資産 43,617 19,561 5,348

合　計 7,087,462 7,101,987 7,223,490

投資
その他の資産 124 124 124

流動資産 500,721 389,431 419,534

有形固定資産 6,543,000 6,692,872 6,798,485

無形固定資産 0 0 0

４ 財政の状況について

　当年度の財政状況は､別紙審査資料２の比較貸借対照表のとおりである。

 （２） 資産について
（単位：千円）

区　分 ２７年度 ２８年度 ２９年度
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　　以下、資産の明細について表示するとＡ,Ｂ表のとおりである。

である。

　流動資産の前年比は、現金預金９４．０％（２０,４７１千円減）、未収金２９０．６％（５５,

０６８千円増）、貸倒引当金は１２６．２％（２,９８０千円増）、貯蔵品９４．９％（１,５１４

千円減）となり、総額では１０７．７％（３０,１０３千円増）となっている。なお、未収金の主

なものは給水収益および国庫補助金である。

計 500,721,006 100.0 100.0 389,430,567 77.8

0 － 0.0

100.0 419,533,599 83.8 100.0

28,248,233 98.4 6.7

0.0前 払 金 0 100.0 0.0 0 －

△14,359,115 － △ 3.4

貯 蔵 品 28,703,689 100.0 5.7 29,761,949 103.7 7.6

83,956,904 104.8 20.0

貸 倒 引 当 金 △9,730,976 100.0 △ 1.9 △11,378,964 － △ 2.9

321,687,577 80.1 76.7

未 収 金 80,137,371 100.0 16.0 28,889,159 36.0 7.4

401,610,922 100.0 80.2 342,158,423 85.2 87.9

２８年度 ２９年度

構成比 金  額
すう
勢比

構成比区分 金  額
すう
勢比

構成比 金  額
すう
勢比

現 金 預 金

5,887,590,008

304,230,368

4,054,232

Ｂ　流動資産明細書
（ 単位：円・％ ）

年度 ２７年度

145,920,244

439,353,429

0

0

0 145,920,244

365,611,515

0

0

969,420,278

311,893,739

合　　計

28,664,986

34,405,784

72,216,061

46,045,640

0

土　　地

建　　物

　有形固定資産のうち、本年度増加の主なものは、構築物は市内全域の配水管及び消火栓等であり

車輌運搬具

工具器具備品

建設仮勘定

構 築 物

機械及び装置

10,016,506,219

（単位：円）

総　在　高資産の種類 増　加　額 減　少　額

Ａ　有形固定資産明細

減価償却累計額 期 末 在 高

11,706,487,001 378,255,311 40,304,363 5,245,953,291 6,798,484,658

7,468,465

83,609,826

、機械及び装置では、中央監視装置の機能増設（電磁流量計）及び送水ポンプ並びに水道メーター　

25,190,986

6,191,210

8,922,167

705,044,340

4,415,618,964

73,741,914

0

20,315,932

0

0

0

26,937,319

24,610,754

－２０－



　過去３ヵ年間の資本金の推移は上表のとおりであり、資本金は前年比１００．０％で増減はな

かった。

（２） 負債について

（ 単位：千円・％ ）

年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

区分 金  額
すう
勢比

金  額
すう
勢比

金  額
すう
勢比

97.0 2,861,325 93.8

退職給付引当金 124,949 100.0 116,046 92.9

100.0 2,960,641

修 繕 引 当 金 0 100.0 0 － 0 －

97,843 78.3

流
動
負
債

企 業 債 179,710 100.0 191,430

固
定
負
債

企 業 債 3,052,071

199,316 110.9

未 払 金 26,535 100.0 54,578 205.7 141,912

106.5

3,212 6,424.0

534.8

前 受 金 50 100.0 67 134.0

93.2引 当 金 12,402 100.0 10,640 85.8 11,561

預 り 金 5,292 100.0 2,884 54.5 4,717 89.1

繰
延
収
益

長 期 前 受 金 1,779,806 100.0 1,842,457 103.5

長 期 前 受 金
収益化累計額

100.0 △ 649,110

1,917,200 107.7

99.5計 4,571,927 100.0 4,529,633 99.1

△ 608,888 106.6 △ 690,042 113.3

100.0 

  当年度の負債総額の前年比は１００．４％（１７,４１１千円増）となっており、項目別では、

企業債が９６．６％（９９,３１６千円減）、未払金が２６０．０％（８７,３３４千円増）などで

ある。

２９ 年 度２８ 年 度

100.0 

金　額
すう
勢比

金　額

1,262,664 

すう
勢比

金　額

100.0 

4,547,044

（３） 資本金について

区分

資本金 1,262,664 

（単位：千円・％）

すう
勢比

1,262,664 

２７ 年 度年度

－２１－



５　資金不足比率について

記

　　比　率　名 経営健全化基準

　　　　　　２０.０　（％）

　　等について意を用いて審査を実施した。

　　　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により、審査

　　に付された平成２９年度公営企業会計の資金不足比率について審査を実施した。

　１ 審査の概要

　　　この審査に当たっては、法令等に照らし財政指標の算出過程に誤りがないか、

　　法令等に基づき適切な算定要素が財政指標の計算に用いられているか、財政指標

　　の算定の基礎となった書類等が適正に作成されているか、客観的事実の妥当性を

　　判断した上で財政指標の算定を行う場合において、公正な判断が行われているか

　２ 審査の結果

　　　審査に付された下記、平成２９年度における水道事業会計において算定された

　　資金不足比率は適正に計算されているものと認定する。

　①　資金不足比率 　　　　　　　－　　（％）

平成２９年度

－２２－



６　むすび

　　平成２９年度小松島市水道事業会計の決算については、各項目ごとに記述したとお

　

　合わせた資本的支出総額は５６４,９９０千円である。差引き４０５,０５４千円が不

　,８４５千円、損益勘定留保資金３８４,２０８千円で補てんしている。

　　今後も、「小松島市新水道ビジョン」並びに、その実施計画となる「小松島市水道

　事業経営計画」に基づき、継続的な財政確保をし、災害に強い強靭な水道システムの

　構築に向けた耐震化事業の推進と、経営の効率化や健全化を図り、より一層安全で良

  足することになるが、不足分については消費税及び地方消費税資本的収支調整額２０

　質な水の安定供給に努められることを望むものである。

　　資本的収支については、企業債、補助金、負担金、加入金を合わせた資本的収入総

　額は、１５９,９３７千円であり、事業投資に要した建設改良費及び企業債償還金を

　費削減を図り、給水収益の増収に努めていただきたい。

  りである。

    老朽管の更新、水道管路緊急改善事業および重要給水施設配水管事業等も計画的に

  進められ、年度末総延長は２６１,２４４ｍになっている。今後とも老朽管の更新等

  　水道事業収支については、単年度利益１０４,０９１千円を計上しており、当年度

　に取り組まれるよう希望する。

　未処分利益剰余金１,４０９,６３５千円となっているが、引き続き事務の効率化、経

－２３－



審査資料　１

比較増減 増減率 比較増減 増減率

金 額(Ａ) 構成率 金 額(Ｂ) 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ 金 額(Ａ) 構成率 金 額(Ｂ) 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ

営業費用 526,518,216 85.8 562,906,815 87.8 36,388,599 106.9 営業収益 627,246,161 93.6 699,953,606 94.0 72,707,445 111.6 

　原水及び浄水費 73,797,870 12.0 79,082,295 12.3 5,284,425 107.2 　給水収益 607,108,337 90.6 685,326,737 92.0 78,218,400 112.9 

　配水及び給水費 81,031,719 13.2 78,432,095 12.2 △2,599,624 96.8 　受託工事収益 18,911,587 2.8 13,424,343 1.8 △5,487,244 71.0 

　受託工事費 22,107,904 3.6 18,278,720 2.9 △3,829,184 82.7 　その他の営業収益 1,226,237 0.2 1,202,526 0.2 △23,711 98.1 

　総係費 93,114,216 15.2 123,894,230 19.3 30,780,014 133.1 営業外収益 43,171,614 6.4 44,178,484 5.9 1,006,870 102.3 

　減価償却費 252,166,963 41.1 255,494,172 39.9 3,327,209 101.3 　預金利息 154,626 0.0 0 0.0 △154,626 0.0 

　資産減耗費 4,102,194 0.7 7,476,373 1.2 3,374,179 182.3 　他会計補助金 1,124,000 0.2 1,456,000 0.2 332,000 129.5 

　その他営業費用 197,350 0.0 248,930 0.0 51,580 126.1 　長期前受金戻入 41,190,214 6.1 42,049,186 5.6 858,972 102.1 

営業外費用 87,043,190 14.2 74,088,796 11.6 △12,954,394 85.1 　雑収益 702,774 0.1 673,298 0.1 △29,476 95.8 

　支払利息 62,986,145 10.3 59,874,845 9.4 △3,111,300 95.1 特別利益 2,220 0.0 729,920 0.1 727,700 32,879.3

　雑支出 1,513 0.0 296 0.0 △1,217 19.6 　過年度損益修正益 2,220 0.0 729,920 0.1 727,700 32,879.3

　繰延資産償却 24,055,532 3.9 14,213,655 2.2 △9,841,877 59.1 

特別損失 38,715 0.0 3,774,932 0.6 3,736,217 9,750.6

　過年度損益修正損 38,715 0.0 3,774,932 0.6 3,736,217 9,750.6

総費用 613,600,121 100.0 640,770,543 100.0 27,170,422 104.4 総収益 670,419,995 100.0 744,862,010 100.0 74,442,015 111.1 

当年度純利益 56,819,874 104,091,467 当年度純損失

合　計 670,419,995 744,862,010 合　計 670,419,995 744,862,010

平成２９年度
科　　目

－
２
４
－

水　道　事　業　比　較　損　益　計　算　書　（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）
(単位：円・％）

借　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　方

平成２８年度 平成２９年度
科　　目

平成２８年度



審査資料　２

比較増減 増減率 比較増減 増減率

金　額（Ａ） 構成率 金　額（Ｂ） 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ 金　額（Ａ） 構成率 金　額（Ｂ） 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ

有形固定資産 6,692,871,555 94.2 6,798,484,658 94.1 105,613,103 101.6 固定負債 3,076,687,219 43.3 2,959,168,229 41.0 △ 117,518,990 96.2 

　土地 145,920,244 2.0 145,920,244 2.0 0 100.0 　企業債 2,960,641,280 41.7 2,861,324,911 39.6 △ 99,316,369 96.6 

　建物 373,578,529 5.3 365,611,515 5.0 △ 7,967,014 97.9 　退職給付引当金 116,045,939 1.6 97,843,318 1.4 △ 18,202,621 84.3 

　構築物 5,786,709,586 81.5 5,887,590,008 81.5 100,880,422 101.7 流動負債 259,598,613 3.6 360,717,952 5.0 101,119,339 139.0 

　機械及び装置 298,950,430 4.2 304,230,368 4.2 5,279,938 101.8 　企業債 191,429,988 2.7 199,316,369 2.8 7,886,381 104.1 

　車両運搬具 6,752,648 0.1 4,054,232 0.1 △ 2,698,416 60.0 　未払金 54,577,950 0.8 141,911,896 2.0 87,333,946 260.0 

　工事器具及び備品 8,744,057 0.1 7,468,465 0.1 △ 1,275,592 85.4 　前受金 66,966 0.0 3,212,271 0.0 3,145,305 4,796.9

　建設仮勘定 72,216,061 1.0 83,609,826 1.2 11,393,765 115.8 　引当金 10,639,628 0.1 11,560,580 0.1 920,952 108.7 

投資その他の資産 123,685 0.0 123,685 0.0 0 100.0 　　内 賞与引当金 8,958,576 0.1 9,701,876 0.1 743,300 108.3 

　リサイクル預託金 123,685 0.0 123,685 0.0 0 100.0 　　内 その他引当金 1,681,052 0.0 1,858,704 0.0 177,652 110.6 

流動資産 389,430,567 5.5 419,533,599 5.8 30,103,032 107.7 　預り金 2,884,081 0.0 4,716,836 0.1 1,832,755 163.5 

　現金預金 342,158,423 4.8 321,687,577 4.4 △ 20,470,846 94.0 　　内 預金残高 1,492,393 0.0 1,485,800 0.0 △ 6,593 99.6 

　未収金 28,889,159 0.4 83,956,904 1.2 55,067,745 290.6 　　内 工事保証金 0 0.0 1,820,880 0.1 1,820,880 皆増

　貸倒引当金 △ 11,378,964 △ 0.1 △ 14,359,115 △ 0.2 △ 2,980,151 126.2 　　内 下水道料金 1,391,688 0.0 1,410,156 0.0 18,468 101.3 

　貯蔵品 29,761,949 0.4 28,248,233 0.4 △ 1,513,716 94.9 繰延収益 1,193,346,945 16.8 1,227,157,609 17.0 33,810,664 102.8 

繰延資産 19,561,480 0.3 5,347,825 0.1 △ 14,213,655 27.3 　長期前受金　 1,193,346,945 16.8 1,227,157,609 17.0 33,810,664 102.8 

　退職給与金 19,561,480 0.3 5,347,825 0.1 △ 14,213,655 27.3 資本金　 1,262,663,546 17.8 1,262,663,546 17.5 0 100.0 

　資本金　 1,262,663,546 17.8 1,262,663,546 17.5 0 100.0 

剰余金　 1,309,690,964 18.5 1,413,782,431 19.5 104,091,467 107.9 

　資本剰余金 4,147,008 0.1 4,147,008 0.1 0 100.0 

前年度未処理分利益剰余金 1,248,724,082 17.6 1,305,543,956 18.0 56,819,874 104.6 

  当年度純損益 56,819,874 0.8 104,091,467 1.4 47,271,593 183.2 

合　　　計 7,101,987,287 100.0 7,223,489,767 100.0 121,502,480 101.7 合　　　計 7,101,987,287 100.0 7,223,489,767 100.0 121,502,480 101.7 

科　　目
平成２８年度 平成２９年度

科　　目
平成２８年度 平成２９年度

－
２

５
－

水　道　事　業　比　較　貸　借　対　照　表　（平成２９年３月３１日現在）

(単位：円・％）

借　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　方



審査資料　３

比較

増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 56,819,874 104,091,467 47,271,593

減価償却費 252,166,963 255,494,172 3,327,209

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,647,988 2,980,151 1,332,163

長期前受金戻入額 △ 41,190,214 △ 42,049,186 △ 858,972

受取利息及び受取配当金 △ 154,626 0 154,626

支払利息 62,986,145 59,874,845 △ 3,111,300

未収金の増減額（△は増加） 51,248,212 △ 5,385,748 △ 56,633,960

未払金の増減額（△は減少） 20,105,181 28,452,632 8,347,451

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 1,058,260 1,513,716 2,571,976

退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 8,902,808 △ 18,202,621 △ 9,299,813

賞与等引当金の増減額（△は減少） △ 2,494,744 188,399 2,683,143

資産減耗費 4,061,904 6,224,869 2,162,965

繰延資産の減少額 24,055,532 14,213,655 △ 9,841,877

その他の負債の増減額（△は減少） △ 2,391,286 4,978,060 7,369,346

小計 416,899,861 412,374,411 △ 4,525,450

利息及び配当金の受取額 154,626 0 △ 154,626

利息の支払額 △ 62,986,145 △ 59,874,845 3,111,300

業務活動によるキャッシュ・フロー 354,068,342 352,499,566 △ 1,568,776

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 387,404,300 △ 287,355,277 100,049,023

国庫補助金等による収入 53,593,140 5,814,853 △ 47,778,287

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 333,811,160 △ 281,540,424 52,270,736

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等企業債による収入 100,000,000 100,000,000 0

建設改良等企業債の償還による支出 △ 179,709,681 △ 191,429,988 △ 11,720,307

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 79,709,681 △ 91,429,988 △ 11,720,307

資金増加額（又は減少額） △ 59,452,499 △ 20,470,846 38,981,653

資金期首残高 401,610,922 342,158,423 △ 59,452,499

資金期末残高 342,158,423 321,687,577 △ 20,470,846

平成２８年度 平成２９年度区　　　分

　　　（単位：円）

キャッシュ・フロー計算書

－２６－


